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不動産流通の売買仲介実績

全国８位。

1店舗あたり

手数料収入

金額 前年比 リテール ホール 期末 前年比 金額（百万円）

1 三井不動産リアルティグループ 43,777 0.2% - - 287 -4 153

2 東急リバブル 43,608 9.3% 77.0 23.0 212 9 206

3 住友不動産販売 35,662 0.9% - - 233 -16 153

4 野村不動産ソリューションズ 23,256 3.8% 53.9 46.1 97 -1 240

5 三井住友トラスト不動産 11,680 -0.9% - - 69 -1 169

6 三菱UFJ不動産販売 9,871 3.1% - - 35 0 282

7 みずほ不動産販売 9,637 16.3% - - 49 0 197

8 東宝ハウスグループ 6,694 18.4% 100.0 0.0 20 0 335

9 三菱地所リアルエステートサービス 6,251 59.6% - - 9 0 695

10 積水ハウスグループ 6,133 -6.1% - - 108 -6 57

11 大和ハウスグループ 4,521 0.7% 75.0 25.0 116 -3 39

12 住友林業ホームサービス 4,447 3.4% - - 43 -2 103

13 福屋不動産販売 3,834 1.2% 100.0 0.0 95 0 40

14 スターツグループ 3,641 44.7% 36.0 64.0 106 -1 34

15 大京穴吹不動産 3,548 -2.3% - - 70 -4 51

16 大成有楽不動産販売グループ 3,214 -15.7% 91.0 9.0 32 -3 100

17 近鉄不動産 2,998 1.2% 95.0 5.0 51 5 59

18 三菱地所ハウスネット 2,855 3.7% - - 39 2 73

19 リストインターナショナルリアルティ 2,408 16.0% 96.2 3.8 10 0 241

20 東京建物不動産販売 2,124 -10.2% 36.3 63.7 16 2 133

21 Megroup 2,098 0.3% - - 13 1 161

22 ポラスグループ 1,880 9.4% 100.0 0.0 61 2 31

23 中央日土地ソリューションズ 1,874 9.2% 16.0 84.0 7 0 268

24 長谷工リアルエステート 1,846 10.1% - - 50 6 37

店舗数手数料収入(百万円) 手数料割合(%)

主要不動産流通各社20 2３年度上半期

( 4～9月 )の売買仲介実績

※(引用 ) 2 0 2 3年1 1月2 8日住宅新報
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取扱高は約４倍 取扱件数は約３倍。
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東宝ハウスは、「住まい」を売って終わりの不動産仲介の会社ではない。

住まいという「モノ」と住まうという「コト」を通じて

「User Happiness」を叶えるためのコンサルティング企業 であること。

業績を伸ばせた理由 ＝ ユーザーハピネス、購入後の暮らしの提案

例）子どもが高校・大学の時期でも住宅ローンを支払っていけるか？
35年ローンを組んだ際に、30年、35年後に支払いできる収入はあるのか？
などのライフシミュレーションを実施する
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東宝ハウスの自社ホームページの検索画面（東宝ハウス川口の例）
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アイコンの導入経緯と種類

■物件アイコンの導入経緯と効果
・SUUMO等のポータルサイトに広告掲載する際に、文字の表示だけでは伝わりにくい
・物件の特徴が伝わりやすく、物件効果に繋がっていると思われる

■物件アイコンの種類（アイコン数106）

省エネ関連

その他の一例
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省エネ改修済み物件の販売時の経験

①広告掲載
リノベーションの内容や、一部省エネ改修の情報を掲載

■住宅ローン減税の最大額

①個人間売買の中古物件（省エネ基準適合なし）
２０００万円×１０年×０．７％＝１４０万円

➁買取再販物件（省エネ基準適合なし）
３０００万円×１３年×０．７％＝２７３万円

③買取再販物件（省エネ基準適合あり）
４０００万円×１３年×０．７％＝３６４万円

③－①＝２２４万円 ③ー➁＝９１万円 減税額が大きい

②接客時
当時は省エネ改修に関する説明資料はなく、買取再販
の売主に確認した内容を都度お客様に共有する状態

③購入決定時
省エネ含むリノベーション全体、冷暖房費の削減への評価
に加え、住宅ローン減税の優遇がかなり喜んでいただけた
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省エネの効果を説明できる勉強会を開催 実際の省エネ物件内での
研修会の様子

2022年秋から再販売主（インテリックス社）による各支社ごとの研修会を実施
・販売図面での省エネ訴求方法
・省エネ基準適合住宅のローン減税のメリット 等を学ぶ

省エネ改修物件の再販経験から、省エネについて学ぶ必要性を実感
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中古物件の省エネ化に関する現状と今後の普及に向けて

【消費者の省エネ意識】

売り手・買い手ともに省エネ意識は決して高くないが、昨今の電気・ガス代高騰で高まりは感じる

【仲介事業者の立場から】

省エネに関する「広告表示」や「重要事項説明」は、手間や業務が増えるので、積極的にやってほしいとは言いづ
らいが、国の政策としてしっかりやるなら、ハザードマップのように義務化する、あるいは、消費者と事業者にメ
リットを作らないと、意識の高い一部の会社以外の仲介事業者は積極的には取り組まないと感じる

【積極的に取り組むためには】

CO2削減、では、売り手・買い手の意識は高まらない。金銭的にお得といえることが望ましい。
「光熱費の削減額」「住宅ローン控除」「補助金」等を合わせて「支払いトータルでみるとお得」
を分かりやすく伝えられると、積極的に取り組む事業者が増えるのではないか？

※課題と感じること

正確な省エネ性能を出すためには設計図面が必要と思うが、中古の売買時点では、売主側の手元にほぼない
平成築以降の物件でも、新築時に設計図書が買い手に渡っていないのではないか？
中古マンションは、広告時点では管理組合からの入手が困難なケースが多い。
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